
－　令和6年度　全体財務書類の概要と分析　－

１．全体財務４表（概略版）

令和６年度決算にかかる全体財務４表（概略版）は、下記のとおりです。

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 252,845,159 固定負債 72,080,457

有形固定資産 247,175,551 流動負債 6,380,477
事業用資産 100,576,537
インフラ資産 141,456,906
物品 5,142,108

無形固定資産 6,394
投資その他の資産 5,663,214

流動資産 14,941,020
78,460,934

【純資産の部】
固定資産等形成分 263,989,615
余剰分（不足分） △ 74,664,370

189,325,245
267,786,179 267,786,179

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（令和７年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

（単位：千円）

経常費用 49,621,961

業務費用 26,839,931

人件費 6,533,476

物件費等 19,210,292

その他の業務費用 1,096,162

移転費用 22,782,031

経常収益 2,843,917

純経常行政コスト 46,778,044

臨時損失 236,914

臨時利益 3,630

純行政コスト 47,011,328

行政コスト計算書
自　令和６年４月１日　

至　令和７年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 195,698,762

純行政コスト（△） △ 47,011,328

財源 41,214,440

税収等 26,107,021

国県等補助金 15,107,419

本年度差額 △ 5,796,888

本年度純資産変動額 △ 6,373,517

本年度末純資産残高 189,325,245

純資産変動計算書
自　令和６年４月１日　

至　令和７年３月３１日

科目 金額

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 39,330,683

業務収入 42,389,388

臨時支出 133,620

臨時収入 64,589

業務活動収支 2,989,675

【投資活動収支】

投資活動支出 6,962,661

投資活動収入 4,127,164

投資活動収支 △ 2,835,497

【財務活動収支】

財務活動支出 5,217,920

財務活動収入 4,173,000

財務活動収支 △ 1,044,920

△ 890,743

4,264,361

3,373,619

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和６年４月１日　
至　令和７年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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令和6年度末の資産残高は267,786,179千円となり、前年度比7,216,659千円の減となり
ました。

令和６年度末の負債残高は78,460,934千円となり、前年度比843,142千円の減となりまし

た。

この結果、令和6年度末の純資産残高は189,325,245千円となり、前年度比6,373,517千
円の減となりました。

267,786,179

78,460,934

189,325,245

275,002,838

79,304,076

195,698,762

資産

負債

純資産

２．資産・負債・純資産の推移

R06 R05 （千円）
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（１）事業用資産
固定資産のうち、市の庁舎や学校、公民館、市営住宅など公共サービスに供される資産です。
令和６年度末の残高は100,576,537千円となり、前年度比1,267,261千円の減となりまし
た。
主な要因は、災害伝承館や市民文化会館大ホールの整備等により一部の資産が増となりました
が、全体として減価償却が進んだことにより減になったものです。

（２）インフラ資産
固定資産のうち、道路や河川、上下水道など社会基盤となる資産です。
令和6年度末の残高は141,456,906千円となり、前年度比4,628,519千円の減となりまし
た。
主な要因は、市道や漁港等の整備等により一部の資産が増となりましたが、全体として減価償却
が進んだことにより減になったものです。

（３）投資その他の資産
固定資産のうち、有価証券や出資金、基金（流動資産に属するものを除く）などの資産です。
令和6年度末の残高は5,663,214千円となり、前年度比58,245千円の増となりました。
主な要因は、奨学資金の増に伴い、長期貸付金の残高が増額したことによるものです。

（４）流動資産
現金預金や基金（財政調整基金・減債基金）などの資産です。
令和6年度末の残高は14,941,020千円となり、前年度比1,372,924千円の減となりまし
た。
主な要因は、財政調整基金における取り崩しを行ったことによるものです。

100,576,537

141,456,906

5,663,214

14,941,020

101,843,798

146,085,425

5,604,969

16,313,944

事業用資産

インフラ資産

投資その他の資

産

流動資産

３．資産の推移（主な項目別）

R06 R05 （千円）
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令和6年度末の資産の内訳は、上記のとおりです。

「有形固定資産」（「事業用資産」、「インフラ資産」、「物品」を加えた資産）の割合が全体の90.4％
を占めています。
また、この中でも道路や河川などの社会基盤を指す「インフラ資産」が最も高い割合となっていま
す。

「投資その他の資産」の割合は全体の2.1％となっています。
このうち基金（特定目的基金）の額は3,882,344千円で、「投資その他の資産」の68.6％を占
めています。基金の残額は、寄付金額の減に伴い、市勢振興基金が減少したことで、前年比減と
なっていますが、復興事業の進捗により、東日本大震災復興基金が減少していることなどから
も、「投資その他の資産」全体として今後も減少が見込まれます。

「流動資産」の割合は全体の5.6％となっています。
このうち基金（財政調整基金・減債基金）の額は１１，107,026千円で、「流動資産」の74.3％を
占めています。

100,576,537

37.6%

141,456,906

52.8%

5,142,108

1.9%

5,663,214

2.1%

14,941,020

5.6%

４．資産の内訳

事業用資産

（千円,％）

インフラ資産

流動資産

投資その他の資産

物品
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（１）固定負債
地方債や退職手当引当金などの負債です。
令和6年度末の残高は72,080,457千円となり、前年度比1,158,086千円の減となりまし
た。
主な要因は、償還が進んだことにより臨時財政対策債及び合併特例債の現在高が減少したこと
によるものです。

（２）流動負債
地方債（１年以内償還予定のもの）や賞与等引当金などの負債です。
令和6年度末の残高は6,380,477千円となり、前年度比314,944千円の増となりました。
主な要因は、過疎対策事業債等過去に借り入れた地方債元金の償還開始により、次年度償還す
べき地方債の額が増加したことによるものです。

72,080,457

6,380,477

73,238,543

6,065,533

固定負債

流動負債

５．負債の推移（主な項目別）

R06 R05 （千円）
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※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

６．住民一人当たり貸借対照表

全体財務書類における貸借対照表を市民一人当たりで表したものです。
令和6年度末現在における市民一人当たりの資産額は5,931千円、負債額は１，７38千円（※）、
純資産額は４，193千円となりました。
（※）市民一人当たりの負債額について、地方債残高のうち、地方交付税として算入される見込
額を控除した場合の実質的な負債額は519千円となります。

（令和7年3月31日現在の人口：45,148人）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 5,600 固定負債 1,598

有形固定資産 5,474 地方債 1,069
事業用資産 2,227 長期未払金

土地 931 退職手当引当金 92
立木竹 62 損失補償等引当金
建物 2,858 その他 437
建物減価償却累計額 △ 1,793 流動負債 140
工作物 371 1年内償還予定地方債 118
工作物減価償却累計額 △ 206 未払金 13
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金 8
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他 1
その他 1,738
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 4 固定資産等形成分 5,847

インフラ資産 3,133 余剰分（不足分） △ 1,654
土地 121
建物 173
建物減価償却累計額 △ 90
工作物 7,235
工作物減価償却累計額 △ 4,387
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定 81

物品 422
物品減価償却累計額 △ 308

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産 126
投資及び出資金 24

有価証券 11
出資金 13
その他

投資損失引当金
長期延滞債権 4
長期貸付金 12
基金 86

減債基金
その他 86

その他
徴収不能引当金

流動資産 331
現金預金 75
未収金 9
短期貸付金 1
基金 246

財政調整基金 148
減債基金 98

棚卸資産
その他
徴収不能引当金 4,193

5,931 5,931

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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行政コスト計算書における経常費用の内訳は、上記のとおりです。

職員給与費や議員報酬など≪ヒトにかかるコスト≫である「人件費」は6,533,476千円となり、
経常費用全体の13.2％を占めています。

物件費や維持補修費、資産の減価償却費など≪モノにかかるコスト≫である「物件費等」は
19,210,292千円となり、全体の38.7％を占めています。

地方債償還利息などの「その他の業務費用」は1,096,162千円となり、経常費用全体の2.2％
を占めています。

補助金や負担金、社会保障給付費、他会計への繰出金などの「移転費用」は22,782,031千円
となり、全体の45.9％と一番大きい割合を占めています。国民健康保険事業による医療給付
費、介護保険事業による介護サービス給付費などもこの費用に含まれます。

6,533,476

13.2%

19,210,292

38.7%

1,096,162

2.2%

22,782,031

45.9%

７．行政コスト計算書における経常費用の内訳

（千円,％）

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用
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△ 47,011,328

国県等補助金（Ⓓ） 15,107,419

８．純資産の変動内訳

△ 5,796,888

金　額（千　円）

26,107,021

195,698,762

項　　　目

前年度末純資産残高（Ⓐ）

純行政コスト（△）（Ⓑ）

税収等（©）

△ 6,373,517

189,325,245

本年度差額（Ⓓ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

本年度純資産変動額（Ⓔ）

本年度末純資産残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

令和6年度中の純資産の変動内訳は、上記のとおりです。

期中の「純行政コスト」（経常費用及び臨時損失から経常収益及び臨時利益を控除した金額）に対
し、市税や地方交付税などの「税収等」及び「国県等補助金」の額が5,796,888千円下回ってお
り、差額分は基金からの取崩しや地方債の発行等により賄われたことになります。

固定資産等の取得、除却等の変動を加えた「本年度純資産変動額」は△6,373,517千円とな
り、この結果、本年度末の「純資産残高」は189,325,245千円となりました。
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投資活動収支（©）

投資活動収入

投資活動支出（△）

項　　　目

3,373,619本年度末資金残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

財務活動収入

財務活動支出（△）

業務活動収支（Ⓑ）

39,464,303業務支出及び臨時支出（△）

△ 2,835,497

6,962,661

９．資金収支の内訳

前年度末資金残高（Ⓐ）

42,453,977業務収入及び臨時収入

金　額（千　円）

4,264,361

4,127,164

△ 1,044,920

本年度資金収支（Ⓔ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

2,989,675

令和6年度中の資金収支の内訳は、上記のとおりです。

「業務活動収支」は＋2,989,675千円となりました。この収支余剰で投資活動収支及び財務活
動収支の不足を補ったことで、最終的な資金収支は△890,743千円となりました。

「投資活動収支」は△2,835,497千円となりました。マイナスとなった主な要因は、学校施設や
みやこ斎苑の整備など、市単独の建設事業が多額となったことによるものです。

「財務活動収支」は△1,044,920千円となりました。地方債の償還支出が新規発行額を上回っ
たことになりますが、令和2年度に借入れた過疎対策事業債等の地方債元金の償還開始により、
償還支出が増となったことが要因となりました。

△ 890,743

4,173,000

5,217,920

財務活動収支（Ⓓ）
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（1）歳入額対資産比率＜資産合計／歳入合計＞

（単位：年）

R06 R05 増減

4.9 5.2 △ 0.3

（2）資産老朽化比率＜償却資産減価償却累計額／償却資産取得価格等＞

（単位：％）

R06 R05 増減

60.9 59.5 1.4

（3）純資産比率＜純資産／資産＞

（単位：％）

R06 R05 増減

70.7 71.2 △ 0.5

令和6年度の当該数値は60.9％となりました。
分子である減価償却累計額は前年度比8,626,716千円の増、分母である償却資産の残高（簿
価）は前年度比3,311,914千円の増となり、分子の増加比率が大きかったことから、前年度比
で1.4％の増となりました。
償却資産の老朽化が進んでいることから、継続して比率改善をするために、施設の適正配置や計
画的な更新等が求められます。

令和6年度の当該数値は70.7％となりました。
分子である純資産は前年度比6,373,517千円の減、分母である資産は前年度比7,216,659
千円の減と、分子・分母ともに減となりましたが、分子の減少比率が大きかったことから、前年度
比で0.2％の減となりました。
主な要因は、市道や漁港等の整備等により一部の資産が増となりましたが、全体として減価償却
が進んだことによりインフラ資産が減となったこと等によるものです。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストック
としての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測るこ
とができます。

１０．主な指標の推移

令和6年度の当該数値は4.9年となりました。
分子である資産合計は前年度比7,216,659千円の減、分母である歳入合計は前年度比
25,270,331千円の増となり、前年度比で0.3年の減となりました。
主な要因は、資産全体を通して減価償却が進んだことにより、分子である資産合計が減となった
ことによるものです。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出すること
で、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過（老朽化）しているのかを全体として把握す
ることができます。

資産合計に占める、純資産の比率を表します。企業会計における自己資本比率に相当するもの
で、この比率が高いほど、財政状態が健全であるといえます。
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（4）社会資本形成における将来世代の負担割合＜地方債／有形・無形固定資産＞

（単位：％）

R06 R05 増減

18.5 18.2 0.3

（５）行政コスト対税収等比率＜純行政コスト／税収等＞

（単位：％）

R06 R05 増減

114.1 112.8 1.3

（６）受益者負担の割合＜経常収益／経常費用＞

（単位：％）

R06 R05 増減

5.7 5.9 △ 0.2

令和６年度の当該数値は5.7％となりました。
分子である経常収益は前年度比5,425千円の減、分母である経常費用は前年度比993,666
千円の増となり、対前年度比で0.2％の減となりました。
主な要因は、経常収益（その他）の減によるものです。

令和6年度の当該数値は114.1％となりました。
分子である純行政コストは前年度比1,111,974千円の増、分母である税収等及び国県等補助金
は前年度比524,013千円の減となったことから、前年度比で1.3％の増となりました。
主な要因は人件費や補助金等支出等の増加により、経常費用が増となったものです。

行政コスト計算書の経常収益は、使用料や手数料などの行政サービスに対する受益者負担の金
額を指すことから、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者
負担の割合を算出することができます。

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のう
ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握することができます。こ
の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去
から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割
合）を算出することにより、社会資本等形成にかかる将来世代の負担の比重を把握することがで
きます。

令和6年度の当該数値は18.5％となりました。
分子である地方債は前年度比135,273千円の減、分母である有形・無形固定資産は前年度比
5,901,980千円の減となり、対前年度比で0.3％の増となりました。
主な要因は、資産の減価償却が進んだことにより、資産合計が減となったものです。
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（７）基礎的財政収支

　＜支払利息支出を除く業務活動収支＋基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支＞

（単位：千円）

支払利息支出を除く業務活動収支と基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支の合算を算出
することにより、地方債等の元利償還額等を除いた支出や地方債発行収入等を除いた収入のバ
ランスを示す指標で、このバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らな
い限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。

令和6年度の当該数値は△235,152千円となりました。
業務活動収支が前年度比653,951千円の減、投資活動収支が前年度比1,805,615千円の減
となり、前年度比で2,459,566千円の減となりました。
減の主な要因は、公共施設等整備費支出の増加により、投資活動収支の赤字額が増となり、さら
に人件費や補助金等支出等の増加により、業務活動収支の黒字額が減少したことによるもので
す。地方債の発行や基金の繰入により公共施設の整備を進めた場合、投資的活動収支が赤字に
なり、基礎的財政収支も赤字になることが多いことから、計画的に公共施設等整備を進める必要
があります。

△ 2,459,566
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